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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
不織布とテキスタイル層を熱プレスして得られる多層シート、または、不織布とテキスタ
イル層と重ね、不織布側から熱可塑性樹脂（Ｅ）を射出成形して得られる多層シートであ
って、
不織布が、ジアミン構成単位の５０モル％以上がキシリレンジアミンに由来するポリアミ
ド樹脂を含む熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と、炭素繊維（Ｂ）と、前記熱可塑性樹脂繊維（Ａ
）よりもガラス転移温度が低い熱可塑性樹脂（Ｃ）を含み、前記熱可塑性樹脂（Ｃ）を、
熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｃ）の合計量の１～５０重量％の割合で含む、
多層シート。
【請求項２】
不織布とテキスタイル層の間に接着層を有する、請求項１に記載の多層シート。
【請求項３】
前記接着層が、ポリビニルアセタール系樹脂を含む、請求項２に記載の多層シート。
【請求項４】
炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長が１～１５ｍｍである、請求項１～３のいずれか１項に記載
の多層シート。
【請求項５】
熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の平均繊維長が１～１５ｍｍである、請求項１～３のいずれか１
項に記載の多層シート。
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【請求項６】
前記熱可塑性樹脂（Ｃ）が繊維である、請求項１～５のいずれか１項に記載の多層シート
。
【請求項７】
前記熱可塑性樹脂（Ｃ）が平均繊維長１～１５ｍｍの繊維である、請求項１～５のいずれ
か１項に記載の多層シート。
【請求項８】
熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の平均繊維長と炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長の差が１０ｍｍ以下
である、請求項１～７のいずれか１項に記載の多層シート。
【請求項９】
熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）の配合比（重量比）が、９９：１～２５：７５
である、請求項１～８のいずれか１項に記載の多層シート。
【請求項１０】
前記不織布とテキスタイル層に加え、さらに、熱可塑性樹脂（Ｄ）を含む、請求項１～９
のいずれか１項に記載の多層シート。
【請求項１１】
前記熱可塑性樹脂（Ｄ）が樹脂フィルムである、請求項１０に記載の多層シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多層シートに関する。さらに、かかる多層シートをインサート成形して得ら
れる成形品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子機器や家電等の筐体および自動車内装品の筐体の技術分野において、その筐
体の外面に加飾材を積層することが広く検討されている。かかる筐体は、通常、樹脂を主
要構成成分とする成形品によって作製されている場合が多い。このような樹脂成形品では
、その表面に施されるさまざまな加飾材が他の製品からの差別化に欠かせない要素となっ
ている。このような状況において、一部の企業では、同一製品でも、樹脂成形品に多様な
加飾材を施すことで顧客が自由に製品の加飾デザインを選択することができるようになっ
ている。
【０００３】
　上記分野に関連した技術としては、例えば、接着樹脂層を介して互いに接着された透明
アクリルフィルム層およびテキスタイル層の積層体と、このテキスタイル層の各繊維の隙
間に浸潤しつつテキスタイル層に固着された基盤樹脂層とを備えるテキスタイル／樹脂積
層構造の筐体が提案されている（例えば、特許文献１および特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開２０１２／１０５６６４号パンフレット
【特許文献２】国際公開２０１２／１０５６６５号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記特許文献１および特許文献２によれば、テキスタイル層の基盤樹脂層に対する密着
性及びテキスタイル層の表面の耐衝撃性及び擦過性が優れ、加えてテキスタイル層の皺の
発生や絵柄のゆがみをなくすことができる。
【０００６】
　一方で、本願発明者が検討したところ、テキスタイル層を設けた多層シートには反りが
生じてしまう場合があることが分かった。また、用途によっては、多層シートに機械的強
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度が求められる。
　本発明は、かかる課題を解決することを目的とするものであって、テキスタイル層を有
する樹脂を含む多層シートであって、機械的強度に優れ、かつ、反りの少ない多層シート
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　かかる状況のもと、本願発明者が検討を行った結果、以下の手段＜１＞により、好まし
くは＜２＞～＜１４＞により、上記課題は解決された。
【０００８】
＜１＞不織布とテキスタイル層を熱プレスして得られる多層シート、または、不織布とテ
キスタイル層と重ね、不織布側から熱可塑性樹脂（Ｅ）を射出成形して得られる多層シー
ト。
＜２＞不織布とテキスタイル層の間に接着層を有する、＜１＞に記載の多層シート。
＜３＞前記接着層が、ポリビニルアセタール系樹脂を含む、＜２＞に記載の多層シート。
＜４＞不織布が、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）と、前記熱可塑性樹脂繊維（
Ａ）よりもガラス転移温度が低い熱可塑性樹脂（Ｃ）を含み、前記熱可塑性樹脂（Ｃ）を
、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｃ）の合計量の１～５０重量％の割合で含む
、＜１＞～＜３＞のいずれかに記載の多層シート。
＜５＞炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長が１～１５ｍｍである、＜４＞に記載の多層シート。
＜６＞熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の平均繊維長が１～１５ｍｍである、＜４＞または＜５＞
に記載の多層シート。
＜７＞前記熱可塑性樹脂（Ｃ）が繊維である、＜４＞～＜６＞のいずれかに記載の多層シ
ート。
＜８＞前記熱可塑性樹脂（Ｃ）が平均繊維長１～１５ｍｍの繊維である、＜４＞～＜６＞
のいずれかに記載の多層シート。
＜９＞熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の平均繊維長と炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長の差が１０ｍ
ｍ以下である、＜４＞～＜８＞のいずれかに記載の多層シート。
＜１０＞熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）の配合比（重量比）が、９９：１～２
５：７５である、＜４＞～＜９＞のいずれかに記載の多層シート。
＜１１＞前記不織布とテキスタイル層に加え、さらに、熱可塑性樹脂（Ｄ）を含む、＜１
＞～＜１０＞のいずれかに記載の多層シート。
＜１２＞前記熱可塑性樹脂（Ｄ）が樹脂フィルムである、＜１１＞に記載の多層シート。
＜１３＞熱可塑性樹脂繊維（Ａ）が、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリプロピレ
ン樹脂、ポリエチレン樹脂、アクリル樹脂、ポリアセタール樹脂およびポリカーボネート
樹脂から選択される、＜４＞～＜１３＞のいずれかに記載の多層シート。
＜１４＞＜１＞～＜１３＞のいずれかに記載の多層シートに、熱可塑性樹脂（Ｅ）をイン
サート成形してなる成形品。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明により、テキスタイル層を有し機械的強度に優れ、かつ、反りの少ない多層シー
トを提供可能になった。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明における筐体の一例を示した斜視図である。
【図２】図１中のＩＩ－ＩＩ線の断面の一例を示した断面図である。
【図３】図１中のＩＩＩ－ＩＩＩ線の断面の一例を示した断面図である。
【図４ａ】～
【図４ｄ】インサート成形する工程を示した概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
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　以下において、本発明の内容について詳細に説明する。尚、本願明細書において「～」
とはその前後に記載される数値を下限値及び上限値として含む意味で使用される。本発明
における主成分とは、含有量が最も多い成分をいう。また、本明細書では、「熱可塑性樹
脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）を主成分とする不織布」等の記載があるが、これは、熱可
塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）の合計量が不織布中に最も多いことを意味する。
【００１２】
多層シート
　本発明の多層シートは、不織布とテキスタイル層を熱プレスして得られる多層シート、
または、不織布とテキスタイル層と重ね、不織布側から熱可塑性樹脂（Ｅ）を射出成形し
て得られる多層シートである。
　具体的には、本発明の多層シートは、不織布とテキスタイル層とを熱プレスし、不織布
とテキスタイル層とを融着、固着させることで得られる。または、不織布とテキスタイル
層を重ねた状態で、熱可塑性樹脂（Ｅ）を射出成形することによって、不織布とテキスタ
イル層を融着、固着させることで得られる。これらの多層シートは、不織布とテキスタイ
ル層以外の層を有していてもよい。本発明の多層シートでは、不織布とテキスタイル層に
加え、熱可塑性樹脂（Ｄ）を含んで成形されていても良い。また、不織布とテキスタイル
層の間に接着層を有していても良い。
　このような構成とすることにより、機械的強度に優れ、かつ、反りが生じにくい多層シ
ートが得られる。
　以下本発明の詳細について説明する。
【００１３】
＜不織布＞
　本発明の多層シートは、不織布を有する。本発明で用いる不織布は、不織布である限り
特に定めるものではなく、公知のものを採用できるが、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊
維（Ｂ）を含む不織布であることが好ましく、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）
と、前記熱可塑性樹脂繊維（Ａ）よりもガラス転移温度が低い熱可塑性樹脂（Ｃ）を含み
、前記熱可塑性樹脂（Ｃ）を、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｃ）の合計量の
１～５０重量％の割合で含む不織布がより好ましい。熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維
（Ｂ）を主成分とする不織布において、前記熱可塑性樹脂繊維（Ａ）よりもガラス転移温
度が低い熱可塑性樹脂（Ｃ）を用いて結合することにより、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭
素繊維（Ｂ）を適切に結合させることができる。さらに、熱可塑性樹脂（Ｃ）が熱可塑性
樹脂繊維（Ａ）よりもガラス転移温度が低いので、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）については、
繊維の状態を保ったままの不織布とすることができる。
　本発明で用いる不織布の厚さに特に制限はないが例えば、０．０５～３０ｍｍが好まし
く、０．１～１０ｍｍがより好ましく、０．５～５ｍｍ程度が特に好ましい。
【００１４】
＜＜熱可塑性樹脂繊維（Ａ）＞＞
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）は、熱可塑性樹脂繊維である限り特に定めるも
のではなく、公知のものを採用でき、通常は、熱可塑性樹脂繊維束を任意の長さに加工し
たものを用いる。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の平均繊維長は、１～２０ｍｍが好ましく、１
～１５ｍｍがより好ましく、３～１５ｍｍがさらに好ましく、３～１２ｍｍが特に好まし
い。平均繊維長を１ｍｍ以上とすることで、不織布を用いた成形品の力学的強度を向上さ
せることができ、２０ｍｍ以下、特に、１５ｍｍ以下とすることで、不織布中により均一
に分散させることが可能になる。なお、平均繊維長は不織布から熱可塑性樹脂繊維（Ａ）
を２０本程度取り出し、その長さを測定し相加平均して求めることができる。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）は、通常、熱可塑性樹脂繊維が束状になった熱
可塑性樹脂繊維束（マルチフィラメント）を用いて製造するが、かかる熱可塑性樹脂繊維
束１本の当たりの合計繊度が、３７～６００Ｄであることが好ましく、５０～５００Ｄで
あることがより好ましく、１５０～４００Ｄであることがさらに好ましい。かかる熱可塑
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性樹脂繊維束を構成する繊維数は、１～２００ｆであることが好ましく、１～１００ｆで
あることがより好ましく、５～８０ｆであることがさらに好ましく、２０～７０ｆである
ことが特に好ましい。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維は、引張強度が２～１０ｇｆ／ｄであるものが好まし
い。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）のガラス転移温度は、樹脂の種類にもよるが、
４０℃以上が好ましく、５０℃以上がより好ましく、５５℃以上がより好ましく、６０℃
以上がさらに好ましい。また、本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）のガラス転移温度
は、樹脂の種類にもよるが、２００℃以下が好ましく、１５０℃以下がより好ましく、１
００℃以下がさらに好ましい。特に、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）としてポリアミド樹脂を用
いたときに、このような範囲とすることにより本発明の効果がより効果的に発揮される。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の融点は、樹脂の種類にもよるが、１５０℃以
上が好ましく、１８０℃以上がより好ましく、２００℃以上がより好ましい。また、本発
明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の融点は、樹脂の種類にもよるが、３２０℃以下が好
ましく、３１０℃以下がより好ましく、３００℃以下がより好ましく、２８０℃以下がさ
らに好ましい。特に、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）としてポリアミド樹脂を用いたときに、こ
のような範囲とすることにより本発明の効果がより効果的に発揮される。
【００１５】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）に用いる繊維としては、ポリアミド樹脂、ポリ
エステル樹脂、ポリオレフィン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレン樹脂、アクリル
樹脂、ポリアセタール樹脂およびポリカーボネート樹脂から選択されることが好ましい。
これらの中でも、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂が好ましい。これらは単独で用いて
もよく、２種以上を用いてもよい。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）は、熱可塑性樹脂を主成分とする熱可塑性樹脂
組成物を繊維状にしたものである。ここで、前記熱可塑性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂の
みからなっていても良い。
【００１６】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）は、より好ましくは、ポリエステル樹脂、ナイ
ロン６、ナイロン６６、ナイロン６６６または、ジアミン構成単位の５０モル％以上がキ
シリレンジアミンに由来するポリアミド樹脂であり、さらに好ましくはジアミン構成単位
の５０モル％以上がキシリレンジアミンに由来するポリアミド樹脂であって、数平均分子
量（Ｍｎ）が６，０００～３０，０００であり、その０．５～５質量％が、分子量が１，
０００以下のポリアミド樹脂であるポリアミド樹脂組成物を繊維状にしたものである。
【００１７】
　本発明では、ジアミン構成単位として、パラキシリレンジアミンおよびメタキシリレン
ジアミンの両方に由来するポリアミド樹脂を繊維状にしたものであることがより好ましい
。特に、本発明で用いるポリアミド樹脂としては、ジアミンの５０モル％以上がキシリレ
ンジアミンに由来し、ジカルボン酸と重縮合されたキシリレンジアミン系ポリアミド樹脂
であることが好ましい。
　好ましくは、ジアミン構成単位の７０モル％以上、より好ましくは８０モル％以上がメ
タキシリレンジアミンおよび／またはパラキシリレンジアミンに由来し、ジカルボン酸構
成単位（ジカルボン酸に由来する構成単位）の好ましくは５０モル％以上、より好ましく
は７０モル％以上、特には８０モル％以上が、炭素原子数が好ましくは４～２０の、α，
ω－直鎖脂肪族ジカルボン酸に由来するキシリレンジアミン系ポリアミド樹脂である。
【００１８】
　キシリレンジアミン系ポリアミド樹脂の原料ジアミン成分として用いることが出来るメ
タキシリレンジアミンおよびパラキシリレンジアミン以外のジアミンとしては、テトラメ
チレンジアミン、ペンタメチレンジアミン、２－メチルペンタンジアミン、ヘキサメチレ
ンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オクタメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン
、デカメチレンジアミン、ドデカメチレンジアミン、２，２，４－トリメチル－ヘキサメ
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チレンジアミン、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジアミン等の脂肪族ジアミン、
１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、１，４－ビス（アミノメチル）シクロヘ
キサン、１，３－ジアミノシクロヘキサン、１，４－ジアミノシクロヘキサン、ビス（４
－アミノシクロヘキシル）メタン、２，２－ビス（４－アミノシクロヘキシル）プロパン
、ビス（アミノメチル）デカリン、ビス（アミノメチル）トリシクロデカン等の脂環式ジ
アミン、ビス（４－アミノフェニル）エーテル、パラフェニレンジアミン、ビス（アミノ
メチル）ナフタレン等の芳香環を有するジアミン等を例示することができ、１種又は２種
以上を混合して使用できる。
　ジアミン成分として、キシリレンジアミン以外のジアミンを用いる場合は、ジアミン構
成単位の５０モル％以下であることが好ましく、３０モル％以下であることがより好まし
く、さらに好ましくは１～２５モル％、特に好ましくは５～２０モル％の割合で用いる。
【００１９】
　ポリアミド樹脂の原料ジカルボン酸成分として用いるのに好ましい炭素原子数４～２０
のα，ω－直鎖脂肪族ジカルボン酸としては、例えばコハク酸、グルタル酸、ピメリン酸
、スベリン酸、アゼライン酸、アジピン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸
等の脂肪族ジカルボン酸が例示でき、１種又は２種以上を混合して使用できるが、これら
の中でもポリアミド樹脂の融点が成形加工するのに適切な範囲となることから、アジピン
酸またはセバシン酸が好ましく、セバシン酸が特に好ましい。
【００２０】
　上記炭素原子数４～２０のα，ω－直鎖脂肪族ジカルボン酸以外のジカルボン酸成分と
しては、イソフタル酸、テレフタル酸、オルソフタル酸等のフタル酸化合物、１，２－ナ
フタレンジカルボン酸、１，３－ナフタレンジカルボン酸、１，４－ナフタレンジカルボ
ン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、１，６－ナフタレンジカルボン酸、１，７－ナ
フタレンジカルボン酸、１，８－ナフタレンジカルボン酸、２，３－ナフタレンジカルボ
ン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸といった異性
体等のナフタレンジカルボン酸等を例示することができ、１種又は２種以上を混合して使
用できる。
【００２１】
　ジカルボン酸成分として、炭素原子数４～２０のα，ω－直鎖脂肪族ジカルボン酸以外
のジカルボン酸を用いる場合は、成形加工性、バリア性の点から、イソフタル酸を用いる
ことが好ましい。イソフタル酸の割合は、好ましくはジカルボン酸構成単位の３０モル％
以下であり、より好ましくは１～３０モル％、特に好ましくは５～２０モル％の範囲であ
る。
【００２２】
　さらに、ジアミン成分、ジカルボン酸成分以外にも、ポリアミド樹脂を構成する成分と
して、本発明の効果を損なわない範囲でε－カプロラクタムやラウロラクタム等のラクタ
ム類、アミノカプロン酸、アミノウンデカン酸等の脂肪族アミノカルボン酸類も共重合成
分として使用できる。
【００２３】
　ポリアミド樹脂として、最も好ましいものは、ポリメタキシリレンセバカミド樹脂、ポ
リパラキシリレンセバカミド樹脂、及び、メタキシリレンジアミンとパラキシリレンジア
ミンの混合キシリレンジアミンをセバシン酸と重縮合してなるポリメタキシリレン／パラ
キシリレン混合セバカミド樹脂である。これらのポリアミド樹脂は成形加工性が特に良好
となる傾向にある。
【００２４】
　本発明において、ポリアミド樹脂としては、数平均分子量（Ｍｎ）が６，０００～３０
，０００であり、そのうちの０．５～５質量％が、分子量が１，０００以下のポリアミド
樹脂であることがより好ましい。
【００２５】
　数平均分子量（Ｍｎ）が６，０００～３０，０００の範囲とすることにより、得られる
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不織布またはその成形品の強度がより向上する傾向にある。好ましい数平均分子量（Ｍｎ
）は８，０００～２８，０００であり、より好ましくは９，０００～２６，０００であり
、さらに好ましくは１０，０００～２４，０００であり、特に好ましくは１１，０００～
２２，０００であり、特に好ましくは１２，０００～２０，０００である。このような範
囲であると、耐熱性、弾性率、寸法安定性、成形加工性がより良好となる。
【００２６】
　なお、ここでいう数平均分子量（Ｍｎ）とは、ポリアミド樹脂の末端アミノ基濃度［Ｎ
Ｈ2］（μ当量／ｇ）と末端カルボキシル基濃度［ＣＯＯＨ］（μ当量／ｇ）から、次式
で算出される。
数平均分子量（Ｍｎ）＝２，０００，０００／（［ＣＯＯＨ］＋［ＮＨ2］）
【００２７】
　また、ポリアミド樹脂は、分子量が１，０００以下の成分を０．５～５質量％含有する
ことが好ましいが、このような低分子量成分をこのような範囲で含有することにより、ポ
リアミド樹脂の含浸性が良好となるため、すなわちポリアミド樹脂の強化繊維間での流動
性が良好となり、成形加工時にボイドの発生を抑制することができることから、得られる
不織布及びその成形品の強度や低そり性がより良好となる。５質量％を超えると、この低
分子量成分がブリードして強度が悪化し、表面外観が悪くなる場合がある。
　分子量が１，０００以下の成分の好ましい含有量は、０．６～４．５質量％であり、よ
り好ましくは０．７～４質量％であり、さらに好ましくは０．８～３．５質量％であり、
特に好ましくは０．９～３質量％であり、最も好ましくは１～２．５質量％である。
【００２８】
　分子量が１，０００以下の低分子量成分の含有量の調整は、ポリアミド樹脂重合時の温
度や圧力、ジアミンの滴下速度などの溶融重合条件を調節して行うことができる。特に溶
融重合後期に反応装置内を減圧して低分子量成分を除去し、任意の割合に調節することが
できる。また、溶融重合により製造されたポリアミド樹脂を熱水抽出して低分子量成分を
除去してもよいし、溶融重合後さらに減圧下で固相重合して低分子量成分を除去してもよ
い。固相重合に際しては、温度や減圧度を調節して、低分子量成分を任意の含有量に制御
することができる。また、分子量が１，０００以下の低分子量成分を後からポリアミド樹
脂に添加することでも調節可能である。
【００２９】
　なお、分子量１，０００以下の成分量の測定は、東ソー社（ＴＯＳＯＨ ＣＯＲＰＯＲ
ＡＴＩＯＮ）製「ＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ」を用いて、ゲルパーミエーションクロマトグ
ラフィー（ＧＰＣ）測定による標準ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）換算値より求
めることができる。なお、測定用カラムとしては「ＴＳＫｇｅｌ ＳｕｐｅｒＨＭ－Ｈ」
を２本用い、溶媒にはトリフルオロ酢酸ナトリウム濃度１０ｍｍｏｌ／ｌのヘキサフルオ
ロイソプロパノール（ＨＦＩＰ）を用い、樹脂濃度０．０２質量％、カラム温度は４０℃
、流速０．３ｍｌ／分、屈折率検出器（ＲＩ）にて測定することができる。また、検量線
は６水準のＰＭＭＡをＨＦＩＰに溶解させて測定し作成する。
【００３０】
　ポリアミド樹脂組成物では、上記ポリアミド樹脂の０．０１～１質量％が、環状の化合
物（ポリアミド樹脂）であることが好ましい。本発明において環状化合物とは、ポリアミ
ド樹脂の原料であるジアミン成分とジカルボン酸成分からなる塩が環を形成してなる化合
物をいい、以下の方法により定量することができる。
　ポリアミド樹脂のペレットを超遠心粉砕機にて粉砕し、φ０．２５ｍｍのふるいにかけ
、φ０．２５ｍｍ以下の粉末試料１０ｇを円筒ろ紙に測りとる。その後メタノール１２０
ｍｌにて９時間ソックスレー抽出を行い、得られた抽出液をエバポレータにて乾固しない
ように注意しながら１０ｍｌに濃縮する。なお、その際、オリゴマーが析出する場合は、
適宜ＰＴＦＥフィルターに通液して取り除く。得られた抽出液をメタノールにて５０倍希
釈した液を測定に供し、日立ハイテクノロジー社（Ｈｉｔａｃｈｉ Ｈｉｇｈ－Ｔｅｃｈ
ｎｏｌｏｇｉｅｓ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）製高速液体クロマトグラフＨＰＬＣによる
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定量分析を実施して環状化合物含有量を求める。
　環状化合物をこのような範囲で含有することにより、得られる不織布及びその成形品の
強度が良好となり、さらにそりが少なくなり、寸法安定性がより向上しやすい傾向にある
。
　環状化合物のより好ましい含有量は、上記ポリアミド樹脂の０．０５～０．８質量％で
あり、さらに好ましくは０．１～０．５質量％である。
【００３１】
　溶融重合により製造されたポリアミド樹脂中には、環状化合物が相当量含まれている場
合が多く、通常、熱水抽出等を行ってこれらは除去されている。この熱水抽出の程度を調
整することにより、環状化合物量を調整することができる。また、溶融重合時の圧力を調
整することでも可能である。
【００３２】
　本発明で用いるポリアミド樹脂は、分子量分布（重量平均分子量／数平均分子量（Ｍｗ
／Ｍｎ））が、好ましくは１．８～３．１である。分子量分布は、より好ましくは１．９
～３．０、さらに好ましくは２．０～２．９である。分子量分布をこのような範囲とする
ことにより、機械特性に優れた不織布が得られやすい傾向にある。
　ポリアミド樹脂の分子量分布は、例えば、重合時に使用する開始剤や触媒の種類、量及
び反応温度、圧力、時間等の重合反応条件などを適宜選択することにより調整できる。ま
た、異なる重合条件によって得られた平均分子量の異なる複数種のポリアミド樹脂を混合
したり、重合後のポリアミド樹脂を分別沈殿させることにより調整することもできる。
【００３３】
　分子量分布は、ＧＰＣ測定により求めることができ、具体的には、装置として東ソー社
製「ＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ」、カラムとして、東ソー社製「ＴＳＫ ｇｅｌ Ｓｕｐｅｒ
 ＨＭ－Ｈ」２本を使用し、溶離液トリフルオロ酢酸ナトリウム濃度１０ｍｍｏｌ／ｌの
ヘキサフルオロイソプロパノール（ＨＦＩＰ）、樹脂濃度０．０２質量％、カラム温度４
０℃、流速０．３ｍｌ／分、屈折率検出器（ＲＩ）の条件で測定し、標準ポリメチルメタ
クリレート換算の値として求めることができる。また、検量線は６水準のＰＭＭＡをＨＦ
ＩＰに溶解させて測定し作成する。
【００３４】
　また、ポリアミド樹脂は、溶融粘度が、ポリアミド樹脂の融点＋３０℃、せん断速度１
２２ｓｅｃ-1、ポリアミド樹脂の水分率が０．０６質量％以下の条件で測定したときに、
５０～１２００Ｐａ・ｓであることが好ましい。溶融粘度を、このような範囲とすること
により、ポリアミド樹脂のフィルムまたは繊維への加工が容易となる。なお、後述するよ
うな、ポリアミド樹脂が融点を２つ以上有する場合は、高温側の吸熱ピークのピークトッ
プの温度を融点とし、測定を行う。
　溶融粘度のより好ましい範囲は、６０～５００Ｐａ・ｓ、さらに好ましくは７０～１０
０Ｐａ・ｓである。
　ポリアミド樹脂の溶融粘度は、例えば、原料ジカルボン酸成分およびジアミン成分の仕
込み比、重合触媒、分子量調節剤、重合温度、重合時間を適宜選択することにより調整で
きる。
【００３５】
　また、ポリアミド樹脂は、末端アミノ基濃度（［ＮＨ2］）が好ましくは１００μ当量
／ｇ未満、より好ましくは５～７５μ当量／ｇ、さらに好ましくは１０～６０μ当量／ｇ
であり、末端カルボキシル基濃度（［ＣＯＯＨ］）は、好ましくは１５０μ当量／ｇ未満
、より好ましくは１０～１２０μ当量／ｇ、さらに好ましくは１０～１００μ当量／ｇの
ものが好適に用いられる。このような末端基濃度のポリアミド樹脂を用いることにより、
ポリアミド樹脂をフィルム状又は繊維状に加工する際に粘度が安定しやすく、また、カル
ボジイミド化合物との反応性が良好となる傾向にある。
【００３６】
　また、末端カルボキシル基濃度に対する末端アミノ基濃度の比（［ＮＨ2］／［ＣＯＯ
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Ｈ］）は、０．７以下であるものが好ましく、０．６以下であるものがより好ましく、特
に好ましくは０．５以下である。この比が０．７よりも大きいものは、ポリアミド樹脂を
重合する際に、分子量の制御が難しくなる場合がある。
【００３７】
　末端アミノ基濃度は、ポリアミド樹脂０．５ｇを３０ｍｌのフェノール／メタノール（
４：１）混合溶液に２０～３０℃で攪拌溶解し、０．０１Ｎの塩酸で滴定して測定するこ
とができる。また、末端カルボキシル基濃度は、ポリアミド樹脂０．１ｇを３０ｍｌのベ
ンジルアルコールに２００℃で溶解し、１６０℃～１６５℃の範囲でフェノールレッド溶
液を０．１ｍｌ加える。その溶液を０．１３２ｇのＫＯＨをベンジルアルコール２００ｍ
ｌに溶解させた滴定液（ＫＯＨ濃度として０．０１ｍｏｌ／ｌ）で滴定を行い、色の変化
が黄～赤となり色の変化がなくなった時点を終点とすることで算出することができる。
【００３８】
　本発明のポリアミド樹脂は、反応したジカルボン酸単位に対する反応したジアミン単位
のモル比（反応したジアミン単位のモル数／反応したジカルボン酸単位のモル数、以下「
反応モル比」という場合がある。）が、０．９７～１．０２であることが好ましい。この
ような範囲とすることにより、ポリアミド樹脂の分子量や分子量分布を、任意の範囲に制
御しやすくなる。
　反応モル比は、より好ましくは１．０未満、さらに好ましくは０．９９５未満、特には
０．９９０未満であり、下限は、より好ましくは０．９７５以上、さらに好ましくは０．
９８以上である。
【００３９】
　ここで、反応モル比（ｒ）は次式で求められる。
ｒ＝（１－ｃＮ－ｂ（Ｃ－Ｎ））／（１－ｃＣ＋ａ（Ｃ－Ｎ））
式中、
ａ：Ｍ１／２
ｂ：Ｍ２／２
ｃ：１８．０１５ （水の分子量（ｇ／ｍｏｌ））
Ｍ１：ジアミンの分子量（ｇ／ｍｏｌ）
Ｍ２：ジカルボン酸の分子量（ｇ／ｍｏｌ）
Ｎ：末端アミノ基濃度（当量／ｇ）
Ｃ：末端カルボキシル基濃度（当量／ｇ）
【００４０】
　なお、ジアミン成分、ジカルボン酸成分として分子量の異なるモノマーからポリアミド
樹脂を合成する際は、Ｍ１およびＭ２は原料として配合するモノマーの配合比（モル比）
に応じて計算されることはいうまでもない。なお、合成釜内が完全な閉鎖系であれば、仕
込んだモノマーのモル比と反応モル比とは一致するが、実際の合成装置は完全な閉鎖系と
はなりえないことから、仕込みのモル比と反応モル比が一致するとは限らない。仕込んだ
モノマーが完全に反応するとも限らないことから、仕込みのモル比と反応モル比が一致す
るとは限らない。したがって、反応モル比とは出来上がったポリアミド樹脂の末端基濃度
から求められる実際に反応したモノマーのモル比を意味する。
【００４１】
　ポリアミド樹脂の反応モル比の調整は、原料ジカルボン酸成分およびジアミン成分の仕
込みモル比、反応時間、反応温度、キシリレンジアミンの滴下速度、釜内の圧力、減圧開
始タイミング等の反応条件を適当な値にすることにより、可能である。具体的には、特開
２０１２－１５３７４９号公報の記載を参酌でき、これらの内容は本願明細書に組み込ま
れる。
【００４２】
　なお、融点とは、ＤＳＣ（示差走査熱量測定）法により観測される昇温時の吸熱ピーク
のピークトップの温度である。また、ガラス転移温度とは、試料を一度加熱溶融させ熱履
歴による結晶性への影響をなくした後、再度昇温して測定されるガラス転移温度をいう。
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測定には、例えば、島津製作所社（ＳＨＩＭＡＤＺＵ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ）製「Ｄ
ＳＣ－６０」を用い、試料量は約５ｍｇとし、雰囲気ガスとしては窒素を３０ｍｌ／分で
流し、昇温速度は１０℃／分の条件で室温から予想される融点以上の温度まで加熱し溶融
させた際に観測される吸熱ピークのピークトップの温度から融点を求めることができる。
次いで、溶融したポリアミド樹脂を、ドライアイスで急冷し、１０℃／分の速度で融点以
上の温度まで再度昇温し、ガラス転移温度を求めることができる。
【００４３】
　また、ポリアミド樹脂は、融点を少なくとも２つ有するポリアミド樹脂であることも好
ましい。融点を少なくとも２つ有するポリアミド樹脂は、耐熱性と不織布を成形する際の
成形加工性が良くなる傾向にあり好ましい。
【００４４】
　融点を少なくとも２つ有するポリアミド樹脂としては、ジアミン構成単位の７０モル％
以上がキシリレンジアミンに由来し、ジカルボン酸構成単位の５０モル％以上がセバシン
酸に由来するポリアミド樹脂であって、キシリレンジアミン単位は、パラキシリレンジア
ミン由来単位を５０～１００モル％、メタキシリレンジアミン由来単位を０～５０モル％
含有し、数平均分子量（Ｍｎ）が６，０００～３０，０００であり、融点を少なくとも２
つ有するポリアミド樹脂を、好ましく挙げることができる。
　この際、２つ以上の融点は、通常２５０～３３０℃の範囲にあって、好ましくは２６０
～３２０℃、より好ましくは２７０～３１０℃、特に好ましくは２７５～３０５℃にある
。融点を２つ以上、好ましくはこのような温度範囲に有することで、良好な耐熱性と不織
布を成形する際の成形加工性を有するポリアミド樹脂となる。
【００４５】
　このような融点を少なくとも２つ有するポリアミド樹脂を得る方法としては、特開２０
１２－１５３７４９号公報の記載を参酌でき、これらの内容は本願明細書に組み込まれる
。
【００４６】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維を構成する樹脂組成物には、上記熱可塑性樹脂以外の
樹脂を配合してもよい。特に、上記ポリアミド樹脂と併用してもよい、他のポリアミド樹
脂としては、ポリアミド６６、ポリアミド６、ポリアミド４６、ポリアミド６／６６、ポ
リアミド１０、ポリアミド６１２、ポリアミド１１、ポリアミド１２、ヘキサメチレンジ
アミン、アジピン酸およびテレフタル酸からなるポリアミド６６／６Ｔ、ヘキサメチレン
ジアミン、イソフタル酸およびテレフタル酸からなるポリアミド６Ｉ／６Ｔなどが挙げら
れる。これらの配合量はポリアミド樹脂組成物の５質量％以下であることが好ましく、１
質量％以下であることがより好ましい。
【００４７】
　また、本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維を構成する樹脂組成物には、エラストマーを配
合してもよい。エラストマー成分としては、例えば、ポリオレフィン系エラストマー、ジ
エン系エラストマー、ポリスチレン系エラストマー、ポリアミド系エラストマー、ポリエ
ステル系エラストマー、ポリウレタン系エラストマー、フッ素系エラストマー、シリコン
系エラストマー等公知のエラストマーが使用でき、好ましくはポリオレフィン系エラスト
マー及びポリスチレン系エラストマーである。これらのエラストマーとしては、ポリアミ
ド樹脂に対する相溶性を付与するため、ラジカル開始剤の存在下または非存在下で、α，
β－不飽和カルボン酸及びその酸無水物、アクリルアミド並びにそれらの誘導体等で変性
した変性エラストマーも好ましい。
【００４８】
　このような他の樹脂やエラエストマー成分の含有量は、熱可塑性樹脂組成物中の通常３
０質量％以下、好ましくは２０質量％以下、特には１０質量％以下である。
【００４９】
　さらに、本発明の目的・効果を損なわない範囲で、本発明で用いる熱可塑性樹脂組成物
には、酸化防止剤、熱安定剤等の安定剤、耐加水分解性改良剤、耐候安定剤、艶消剤、紫
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外線吸収剤、核剤、可塑剤、分散剤、難燃剤、帯電防止剤、着色防止剤、ゲル化防止剤、
着色剤、離型剤等の添加剤等を加えることができる。これらの詳細は、特許第４８９４９
８２号公報の段落番号０１３０～０１５５の記載を参酌でき、これらの内容は本願明細書
に組み込まれる。
【００５０】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の含有量としては、不織布中に２０～９８重量
％が好ましく、２５～８０重量％がより好ましく、３０～７０重量％がさらに好ましい。
熱可塑性樹脂繊維（Ａ）は１種類のみを用いても良く、２種類以上用いても良い。２種類
以上用いた場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【００５１】
＜＜炭素繊維（Ｂ）＞＞
　本発明で用いる炭素繊維（Ｂ）は、その種類等特に定めるものではないが、ポリアクリ
ロニトリルを炭化して得られるＰＡＮ系炭素繊維およびピッチ系を用いたピッチ系炭素繊
維から選択されることが好ましく、ＰＡＮ系炭素繊維を用いることがより好ましい。
　本発明で用いる炭素繊維（Ｂ）は、通常、複数の炭素繊維（Ｂ）が束状になった炭素繊
維束を任意の長さに加工したものである。
【００５２】
　本発明で用いる炭素繊維（Ｂ）の平均繊維長は、１～２０ｍｍであることが好ましく、
１～１５ｍｍがより好ましく、２～１５ｍｍがさらに好ましく、３～１５ｍｍが特に好ま
しく、４～１５ｍｍであることがさらに好ましい。平均繊維長を１ｍｍ以上とすることで
、不織布を用いた成形品の力学的強度を向上させることができ、２０ｍｍ以下、特に、１
５ｍｍ以下とすることで、不織布中での分散度がより向上する。
【００５３】
　本発明で用いる炭素繊維束は、繊度が、１００～５００００Ｄであることが好ましく、
５００～４００００Ｄであることがより好ましく、１０００～１００００Ｄであることが
さらに好ましく、１０００～３０００Ｄであることが特に好ましい。このような範囲とす
ることにより、得られる不織布の弾性率・強度がより優れたものとなる。
　本発明で用いる炭素繊維束は、繊維数が、５００～６００００ｆであることが好ましく
、５００～５００００ｆであることがより好ましく、１０００～３００００ｆであること
がさらに好ましく、１５００～２００００ｆであることが特に好ましい。
【００５４】
　本発明で用いる不織布中に含まれる炭素繊維束の平均引張弾性率は、５０～１０００Ｇ
Ｐａであることが好ましく、２００～７００ＧＰａであることがより好ましい。このよう
な範囲とすることにより、本発明の多層シートの引張弾性率がより良好となる。
【００５５】
　本発明で用いる炭素繊維（Ｂ）は、処理剤で表面処理されていることが好ましい。かか
る処理剤は、炭素繊維（Ｂ）を収束させて繊維束とする機能を有するものであることが好
ましい。
【００５６】
　具体的には、ビスフェノールＡ型のエポキシ樹脂等のエポキシ系樹脂、１分子中にアク
リル基またはメタクリル基を有するエポキシアクリレート樹脂であって、ビスフェノール
Ａ型のビニルエステル樹脂、ノボラック型のビニルエステル樹脂、臭素化ビニルエステル
樹脂等のビニルエステル系樹脂が好ましく挙げられる。またエポキシ系樹脂やビニルエス
テル系樹脂のウレタン変性樹脂であってもよい。
【００５７】
　前記処理剤の量は、炭素繊維（Ｂ）の０．００１～１．５質量％であることが好ましく
、０．００８～１．０質量％であることがより好ましく、０．１～０．８質量％であるこ
とがさらに好ましい。このような範囲とすることにより、本発明の効果がより効果的に発
揮される。
【００５８】
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　本発明で用いる炭素繊維（Ｂ）の含有量としては、不織布中に１重量％以上８０重量％
未満が好ましく、２０重量％を超え７０重量％以下がより好ましく、２５～６０重量％が
さらに好ましい。炭素繊維（Ｂ）は１種類のみを用いても良く、２種類以上用いても良い
。２種類以上用いた場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【００５９】
＜＜熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）の関係＞＞
　本発明で用いる不織布は、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の平均繊維長と炭素繊維（Ｂ）の平
均繊維長との差が１０ｍｍ以下であることが好ましく、５ｍｍ以下であることがより好ま
しく、１ｍｍ以下であることがさらに好ましい。平均繊維長の差をこのような範囲にする
ことにより、不織布中で、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）がより均一に分散さ
れ、より優れた不織布が得られる。
【００６０】
　本発明では、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）の配合比（重量比）が、９９：
１～２５：７５あることが好ましく、８０：２０～３０：７０であることがより好ましく
、７０：３０～４０：６０であることがさらに好ましい。配合比をこのような範囲にする
ことにより、本発明の効果がより効果的に発揮される。本発明では特に、熱可塑性樹脂繊
維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）の合計量が不織布の９０重量％以上を占めることが好ましい。
【００６１】
＜＜熱可塑性樹脂（Ｃ）＞＞
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）は、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）よりもガラス転移温度
（Ｔｇ）が低いものであり、不織布中に、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｃ）
の合計量の１～５０重量％の割合で含まれることが好ましい。
【００６２】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）のガラス転移温度（Ｔｇ）は、熱可塑性樹脂繊維（
Ａ）のガラス転移温度よりも１０～５０℃低いことが好ましく、２０～３０℃低いことが
より好ましい。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）のガラス転移温度は、２０～８０℃であることが好
ましく、３０～６０℃であることがより好ましい。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）の融点は、１００～２５０℃であることが好ましく
、１２０～２３０℃であることがより好ましい。また、融点を示さない非晶性樹脂も好ま
しく用いられる。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）の含有量を１～５０重量％とし、熱可塑性樹脂（Ｃ
）のガラス転移温度を熱可塑性樹脂繊維（Ａ）のガラス転移温度よりも低くすることで、
熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）を適切に結合させることができ、また、熱可塑
性樹脂繊維（Ａ）の繊維の状態を保ったままの不織布とすることができる。
【００６３】
　本発明で用いる繊維状の熱可塑性樹脂（Ｃ）は、通常、熱可塑性樹脂繊維が束状になっ
た熱可塑性樹脂繊維束を用いて製造するが、かかる熱可塑性樹脂繊維束１本の当たりの合
計繊度が、３７～６００Ｄあることが好ましく、５０～５００Ｄであることがより好まし
く、１５０～４００Ｄであることがさらに好ましい。かかる熱可塑性樹脂（Ｃ）の繊維束
を構成する繊維数は、１～２００ｆであることが好ましく、１～１００ｆであることがよ
り好ましく、５～８０ｆであることがさらに好ましく、２０～７０ｆであることが特に好
ましい。このような範囲とすることにより、得られる不織布中での熱可塑性樹脂（Ｃ）繊
維束の分散状態がより良好となる。
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）の繊維束は、引張強度が２～１０ｇｆ／ｄであるも
のが好ましい。このような範囲とすることにより、本発明の効果がより効果的に発揮され
る傾向にある。
【００６４】
　本発明で用いる不織布は、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の平均繊維長と熱可塑性樹脂（Ｃ）
の平均繊維長との差が１０ｍｍ以下であることが好ましく、５ｍｍ以下であることがより
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好ましく、１ｍｍ以下であることがさらに好ましい。平均繊維長の差をこのような範囲に
することにより、本発明の効果がより効果的に発揮される。
【００６５】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）としては、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）のガラス転移温
度との関係で適宜定められるが、例えば、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンオキサ
イド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂やポリエチレンテレフタレ
ート樹脂等のポリエステル樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリフェニレンスルフィド樹脂、
液晶ポリマー、ポリスチレン樹脂、ゴム強化ポリスチレン樹脂、アクリロニトリル／スチ
レン共重合体、アクリロニトリル／ブタジエン／スチレン共重合体（ＡＢＳ）等があげら
れ、ポリエステル樹脂が好ましい。
　熱可塑性樹脂（Ｃ）は、上記の樹脂のみからなっていてもよいが、樹脂成形品に一般的
に添加される添加剤を含んでいてもよい。例えば、上記熱可塑性樹脂組成物の欄で述べた
、エラストマーやその他の添加剤が例示され、配合量等も同様の範囲が好ましい。
【００６６】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）は、合成品であってもよく、市販品であってもよい
。市販品としては、例えば、ノバデュラン（ポリブチレンテレフタレート、（三菱エンジ
ニアリングプラスチックス社製））等の商品名で市販されている熱可塑性樹脂が例示され
る。
【００６７】
　本発明で用いる熱可塑性樹脂（Ｃ）の含有量は、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と熱可塑性樹
脂（Ｃ）の合計量に対し、２～４０重量％であることが好ましく、３～３０重量％である
ことがより好ましく、５～２０重量％がさらに好ましい。熱可塑性樹脂（Ｃ）は１種類の
みを用いても良く、２種類以上用いても良い。２種類以上用いた場合は、その合計量が上
記範囲となることが好ましい。
【００６８】
＜不織布の製造方法＞
　本発明で用いる不織布は、例えば、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と、炭素繊維（Ｂ）と、前
記熱可塑性樹脂繊維（Ａ）よりもガラス転移温度が低い熱可塑性樹脂（Ｃ）を前記熱可塑
性樹脂繊維（Ａ）の１～５０重量％の割合で含む組成物を、液体中で抄くことを含むこと
によって製造できる。かかる製造方法では、液体中で抄くこと、いわゆる湿式抄紙法の手
法で製造可能であるため、特別な装置等が無くても不織布を製造可能となる。ここで、液
体中で抄くとは、液体中（好ましくは水中）に分散させた繊維を網上にすくいあげて液体
を除去（例えば、脱水）し、フィルムまたはシート状にすることを意味する。
【００６９】
　より具体的には、本発明で用いる不織布の製造方法は、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）、炭素
繊維（Ｂ）、および熱可塑性樹脂（Ｃ）を含むスラリーを調製する。スラリーの溶媒は、
通常は、水である。スラリー中でのより均一な分散を達成するためには、液体（スラリー
）の固形分濃度は０．１～５重量％とすることが好ましい。さらに、スラリーには、分散
剤や凝集剤を配合してもよい。分散剤としては、界面活性剤、粘度調整剤等が例示される
。また、凝集剤としては、硫酸アルミニウム、カチオンポリマー、アニオンポリマー等が
例示される。
【００７０】
　スラリーを網上にすくいあげた後の層を、単層のまま、あるいは複数層積層させた後、
乾燥させる。乾燥は、加熱処理や加圧処理によって行うことができる。加熱処理は、熱可
塑性樹脂（Ｃ）のガラス転移温度（Ｔｇ）以上の温度で行うことが好ましく、熱可塑性樹
脂（Ｃ）のＴｇ～Ｔｇ＋４０℃が好ましく、Ｔｇ～Ｔｇ＋３０℃で行うことがより好まし
く、Ｔｇ＋５～Ｔｇ＋２０℃で行うことがさらに好ましい。熱可塑性樹脂（Ｃ）をそのガ
ラス転移温度以上の温度で加熱することで、不織布中の溶媒を除去すると同時に、熱可塑
性樹脂繊維（Ａ）と炭素繊維（Ｂ）を適切に結合させることができ、また、熱可塑性樹脂
繊維（Ａ）の繊維の状態を保ったままの不織布とすることができる。加熱処理の手段は、
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公知の手段を採用でき、例えば、シリンダドライヤー、ヤンキードライヤーなどで行うこ
とができる。さらに、本発明の不織布の一層の強度アップや、加熱再生式有機系ローター
部材の圧力損失を低下させるべく機能性基材の圧密化を目的として、機能性基材を熱プレ
スや熱カレンダーなどを用いて加圧加熱処理しても何ら構わない。
【００７１】
　本発明で用いる不織布は、目付が２０～１０００ｇ／ｍ2であることが好ましく、３０
～５００ｇ／ｍ2であることがより好ましく、３０～２００ｇ／ｍ2であることがさらに好
ましく、３０～１５０ｇ／ｍ2であることがよりさらに好ましく、３０～８０ｇ／ｍ2であ
ることが特に好ましい。この範囲であると不織布の取り扱いが容易であり好ましい。
　本発明で用いる不織布は、熱プレス後の引張強度が１０～１００ＭＰａであることが好
ましく、１０～７０ＭＰａであることがより好ましく、１５～６０ＭＰａであることがさ
らに好ましい。
　本発明で用いる不織布は、熱プレス後のＪＩＳ　Ｋ７１６２により測定した引張弾性率
が２０００～６０００ＭＰａであることが好ましく、２５００～５５００ＭＰａであるこ
とがより好ましく、２９００～５０００ＭＰａであることがさらに好ましい。
【００７２】
＜テキスタイル層＞
　本発明の多層シートは、テキスタイル層を有する。テキスタイル層は、織物、編み物、
不織布、レース等の繊維製品を含むテキスタイルからなり、織物または編み物が好ましく
、織物がより好ましい。またテキスタイルとしては、合成繊維または天然繊維を主成分と
するものが好ましく、合成繊維を主成分とするものがより好ましく、ポリエステルを主成
分とするものがさらに好ましい。
【００７３】
　このテキスタイルは、さまざまなデザインが容易に得られると共に繊維生地の立体感が
そのまま現出される。また、テキスタイルを使用することによって、筐体のデザイン性の
自由度を高めることができるのに加えて、筐体の力学的強度を高める効果を有する。
【００７４】
　また、テキスタイル層は、染色あるいは印刷されていてもよい。テキスタイル層への印
刷は染料または顔料を用いて、スクリーン印刷、ロータリー印刷、インクジェットプリン
ト、転写プリント等の公知の技術を利用できる。
【００７５】
＜接着層＞
　本発明では、不織布とテキスタイル層の間を貼り合わせるための接着層を有することが
好ましい。
【００７６】
　接着層は、熱可塑性を有するとともに、テキスタイル層と不織布を互いに接着し易くす
る層である。本発明で用いる接着層に用いる接着剤は、ポリビニルアセタール系樹脂を含
むことが好ましい。また、接着層に用いる接着剤は、筐体の成形時において、気泡を逃す
ことができる程度に粘度が低いことが好ましい。例えば、１～１０００００ｍＰａ・ｓ程
度とすることができる。
【００７７】
　ポリビニルアセタール系樹脂としては、アルデヒドによりアセタール化したポリビニル
アルコール（ＰＶＡ）樹脂であることが好ましく、ブチルアルデヒドによりアセタール化
したポリビニルブチラール（ＰＶＢ）樹脂がより好ましい。
【００７８】
　上記アセタール化したＰＶＡ樹脂は、鹸化度が８０．０～９９．９モル％のポリ酢酸ビ
ニルであることが好ましく、また、ポリビニルブチラールの平均重合度は、５００～３０
００が好ましく、１０００～２０００がより好ましい。
【００７９】
　アセタール化したＰＶＢ樹脂の平均重合度を５００以上とすることにより、筐体成形時
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の加熱による再軟化の際に、粘度が低くなり過ぎず、より良好な筐体を形成可能であり、
平均重合度を３０００以下とすることにより、筐体成形時の加熱によるＰＶＢ樹脂の再軟
化の際に、粘度が高い状態のままとならず、気泡を逃しやすくなり、より良好な筐体を形
成可能となる。
【００８０】
　上記アセタール化したＰＶＢ樹脂は、接着層に柔軟性を付与する目的で可塑剤を含んで
もよい。可塑剤の種類については特に制限はないが、例えば、トリエチレングリコールジ
２－エチルヘキシル酸エステル、トリエチレングリコールジ２－エチル酪酸エステル、ト
リエチレングリコールジｎ－オクチル酸エステル等の一塩基性有機酸エステル、ジブチル
セバシン酸エステル、ジオクチルアゼライン酸エステル等の多塩基性有機酸エステル、ポ
リオキシプロピレンポリグリセルエーテル、ポリエチレングリコールポリグリセリルエー
テル等のポリグリセリン誘導体が挙げられる。
【００８１】
　また、接着層は、ポリビニルアセタール系樹脂、エチレン／酢酸ビニル共重合体系樹脂
、エチレン／アクリル系共重合体系樹脂、プロピレン系樹脂、プロピレン／１－ブテン共
重合体系樹脂、プロピレン／イソブテン共重合体系樹脂、スチレン／プロピレン／イソブ
テン共重合体系樹脂、スチレン／イソプレン共重合体系樹脂、スチレン／イソプレン／イ
ソブテン共重合体系樹脂、スチレン／イソプレン／ブテン共重合体系樹脂の群から選択さ
れた樹脂からなっていてもよい。
【００８２】
＜熱プレスの方法＞
　本発明の多層シートは、不織布とテキスタイル層を熱プレスして得ることができる。熱
プレス温度については、用いる不織布およびテキスタイル層の材料等に応じて適宜定める
ことができる。
　また、本発明では、不織布とテキスタイル層に加えて、熱可塑性樹脂（Ｄ）も熱プレス
することも好ましい。この場合、不織布と熱可塑性樹脂（Ｄ）を熱プレスしてから、テキ
スタイル層を熱プレスしてもよいし、不織布と熱可塑性樹脂（Ｄ）層とテキスタイル層を
積層して熱プレスしてもよい。さらに上記接着層も一緒に熱プレスして硬化させることが
好ましい。
　不織布、熱可塑性樹脂（Ｄ）層は、それぞれ、１層ずつでもよいし、２層以上を交互に
積層してもよい。
　熱プレスは、公知の熱プレス装置などを用いて行うことができる。
　熱プレス装置のプレス条件としては、使用する不織布や熱可塑性樹脂（Ｄ）の種類によ
り適宜定めることができる。
　例えば、上記熱可塑性樹脂繊維（Ａ）を含む不織布とテキスタイル層を熱プレスする場
合、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の融点＋（５～５０）℃が好ましく、熱可塑性樹脂繊維（Ａ
）の融点＋（１０～３０）℃がより好ましい。
　熱プレスの際の圧力としては、０．１～１０ＭＰａであることが好ましく、１～５ＭＰ
ａであることがより好ましい。
【００８３】
＜＜熱可塑性樹脂（Ｄ）＞＞
　熱可塑性樹脂（Ｄ）に用いる樹脂としては、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリ
オレフィン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレン樹脂、アクリル樹脂、ポリアセター
ル樹脂およびポリカーボネート樹脂から選択されることが好ましい。これらの中でも、ポ
リエステル樹脂、ポリアミド樹脂が好ましい。これらは単独で用いてもよく、２種以上を
用いてもよい。
　熱可塑性樹脂（Ｄ）は、前記熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と、その主成分となる樹脂が同一
であることが好ましく、９０重量％以上の組成が共通することがより好ましい。
　熱可塑性樹脂（Ｄ）は、上記の樹脂のみからなっていてもよいが、樹脂成形品に一般的
に添加される添加剤を含んでいてもよい。例えば、上記熱可塑性樹脂組成物の欄で述べた
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、エラストマーやその他の添加剤が例示され、配合量等も同様の範囲が好ましい。
【００８４】
　熱可塑性樹脂（Ｄ）のＳＰ値と熱可塑性樹脂繊維（Ａ）のＳＰ値との差は、１０（ｃａ
ｌ／ｍｌ）0.5以下が好ましく、７（ｃａｌ／ｍｌ）0.5以下がより好ましく、５（ｃａｌ
／ｍｌ）0.5以下がさらに好ましい。この範囲であると、熱可塑性樹脂（Ｄ）と熱可塑性
樹脂繊維（Ａ）の接着性が良好になり、得られる成形品の強度が優れるため好ましい。Ｓ
Ｐ値は溶解パラメーターであり、Ｓｍａｌｌ法やｆｅｄｏｒｓ法などによって計算された
値が公知である。また、各種の計算ソフトを用いて計算可能であり、例えばＪ－ＯＣＴＡ
　を用いて、構造物性推算機能　Ｋｒｅｖｅｌｅｎ式より算出すると、ポリエチレンテレ
フタレートは９．６４４（ｃａｌ／ｍｌ）0.5、ポリアミドＸＤ１０は１１．７７５（ｃ
ａｌ／ｍｌ）0.5、ポリアミドＭＸＤ６は１２．６６６（ｃａｌ／ｍｌ）0.5、ナイロン６
は１２．２６１（ｃａｌ／ｍｌ）0.5等の値となる。
【００８５】
　熱可塑性樹脂（Ｄ）は、その形状等を特に定めるものではなく、例えば、粉状や液状の
ものを不織布表面に適用してもよいが、熱可塑性樹脂フィルムであることが好ましい。
【００８６】
　本発明の多層シートの厚さとしては、０．０５～２．０ｍｍが好ましく、０．０８～１
．５ｍｍがより好ましく、０．１～１．０ｍｍがさらに好ましく、０．１５～０．５ｍｍ
が特に好ましい。
【００８７】
＜成形品および射出成形によって多層シートを製造する方法＞
　本発明の成形品は、本発明の多層シートに熱可塑性樹脂（Ｅ）をインサート成形してな
ることを特徴とする。また、本発明の不織布とテキスタイル層と重ね、不織布側から熱可
塑性樹脂（Ｅ）を射出成形（通常は、インサート成形）して得られる多層シートも、本発
明の成形品の製造方法にならって製造することができる。以下これらの詳細について説明
する。
【００８８】
　インサート成形とは、射出成形用金型のキャビティ内に、不織布とテキスタイル層を熱
プレスして得られる多層シートまたは、不織布とテキスタイル層をあらかじめ配置し、そ
の外側（通常、不織布側）の空間に熱可塑性樹脂（Ｅ）を射出成形（射出充填）して、成
形品または多層シートとする方法である。さらに、熱可塑性樹脂（Ｄ）や接着層を含んで
いてもよい。インサート成形を行うことにより、成形品の強度を向上させたり、細かな凹
凸を形成可能となる。尚、本発明の不織布とテキスタイル層と重ね、不織布側から熱可塑
性樹脂（Ｅ）を射出成形して得られる多層シートにおいて、さらに、熱可塑性樹脂（Ｅ）
を射出成形して、インサート成形品としても良いことは言うまでもない。この場合、多層
シートの形成に用いる熱可塑性樹脂（Ｅ）とインサート成形に用いる熱可塑性樹脂（Ｅ）
は同一であってもよいし、異なっていても良い。
　熱可塑性樹脂（Ｅ）は、熱可塑性樹脂（Ｄ）または熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と同一の樹
脂が主成分であると接着性が良好になるため好ましく、９０重量％以上の組成が共通する
ことがより好ましい。以下、具体的に説明する。
【００８９】
　本発明のインサート成形による成形品の一例を図１に示す。図１に示す例は、筐体１で
あって、逆盆構造であり、逆盆構造の底部に１つの突出部１１と１つの開口部１２を有す
る形態である。図２は、図１の線ＩＩ－ＩＩの断面図であり、図３は、図１の線ＩＩＩ－
ＩＩＩの断面図である。
　筐体１は、接着層３を介して互いに接着されたテキスタイル層２と、不織布（好ましく
は、不織布と熱可塑性樹脂（Ｄ）を熱プレスしたフィルムまたはシート４）（以下、単に
シート４ともいう）と、前記シート４の各繊維の隙間に場合によっては浸潤しつつシート
４に固着された熱可塑性樹脂（Ｅ）層５とを有する。
【００９０】
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　熱可塑性樹脂（Ｅ）層は、熱可塑性樹脂（Ｅ）を主成分とする。熱可塑性樹脂（Ｅ）層
の原料は、例えば、射出成形機で加熱溶融され、不織布側を表にして装着されたメス金型
の中に射出される。そして、シートの各繊維の隙間に場合によっては浸潤しながら固着さ
れる。熱可塑性樹脂（Ｅ）層の冷却固化時には、シート４が収縮することにより熱可塑性
樹脂（Ｅ）層との固着をより強固なものとすることができる。
【００９１】
　熱可塑性樹脂（Ｅ）としては、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリオレフィン樹
脂、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレン樹脂、アクリル樹脂、ポリアセタール樹脂および
ポリカーボネート樹脂から選択されることが好ましい。これらの中でも、ポリエステル樹
脂、ポリアミド樹脂が好ましい。これらは単独で用いてもよく、２種以上を用いてもよい
。
【００９２】
　熱可塑性樹脂（Ｅ）は、上記の樹脂のみからなっていてもよいが、他の成分を含んでい
てもよい。具体的には、樹脂成形品に一般的に添加される添加剤を含むことができる。例
えば、上記熱可塑性樹脂組成物の欄で述べた、エラストマーやその他の添加剤が例示され
、配合量等も同様の範囲が好ましい。
【００９３】
　熱可塑性樹脂（Ｅ）は、前記熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と、その主成分となる樹脂が同一
であることが好ましく、９０重量％以上の組成が共通することがより好ましい。また、ガ
ラスフィラーやカーボンフィラー等の充填剤で強化されていることも好ましい。
　また、熱可塑性樹脂（Ｅ）のＳＰ値と熱可塑性樹脂繊維（Ａ）のＳＰ値との差は、１０
以下が好ましく、７以下がより好ましく、５以下がさらに好ましい。この範囲であると、
熱可塑性樹脂（Ｅ）と熱可塑性樹脂繊維（Ａ）の接着性が良好になり、得られる成形品の
強度が優れるため好ましい。
【００９４】
　図１～図３に一例として示した筐体１は、熱可塑性樹脂（Ｅ）がシートの各繊維の隙間
に浸潤しつつシート４に固着されているので、アンカー効果により、シート４の熱可塑性
樹脂（Ｅ）層５に対する密着性が優れている。また、テキスタイル層２の皺の発生や絵柄
のゆがみの発生を抑制できる。さらに、筐体１の力学的強度が優れ且つ筐体１に反りが生
じないものとすることができる。もちろん、筐体１の表面の模様をテキスタイルの変更に
よりさまざまに選択することができる。
【００９５】
　図１中の筐体１は、シート４を表とする逆盆形構造としているが、これら以外の形状で
あってもよいことは言うまでもない。
【００９６】
　以下、インサート成形の一例について、述べる。
　インサート成形では、図４ａに一例を示すように、テキスタイル層２、接着層３、およ
びシート４からなる多層シートのシート４側を表にしてプレス機のメス金型２０（固定金
型）の上に載置する。多層シートは、予め所定の形状に切断されていてもよい。
【００９７】
　次いで、図４ｂに一例を示すように、メス金型２０上に載置された多層シートをメス金
型２０の中に押し込むようにプレス機のオス金型２１（可動金型）をメス金型２０に向か
って移動する。これにより、本発明の多層シートをメス金型２０及びオス金型２１により
規定される形状に成形する。成形は通常熱プレスにより行う。
　この成形された本発明の多層シートはプレス機から取り出される。このとき、成形され
た本発明の多層シートの周囲をレーザカッタや切断用金型（切断ユニット）で切断してバ
リ取りを行ってもよい。
【００９８】
　続いて、図４ｃに一例を示すように、プレス機で成形された多層シートをシート４側を
表にして金型ダイ２２内に装着する。次に、金型ダイ２２内に受容された多層シートに向
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けて射出成形オス金型２３（射出成形金型）を移動する。そして、射出機２４の射出孔２
４ａを射出成形オス金型２３の射出成形孔２３ａに押し当て、射出スクリュー２５を回転
させてタンク２６内の熱可塑性樹脂（Ｅ）原料２７を多層シートと射出成形オス金型２３
とで規定される空間に射出する。このとき、熱可塑性樹脂（Ｅ）原料２７はシートの各繊
維の隙間に浸潤し、熱可塑性樹脂（Ｅ）原料２７の冷却固化時におけるシート４及び熱可
塑性樹脂（Ｅ）原料２７の収縮によりシート４との固着がより強固になる。
【００９９】
　最後に、図４ｄに一例を示すように、射出成形された熱可塑性樹脂（Ｅ）原料２７が冷
却固化した後、射出機２４及び射出成形オス金型２３が金型ダイ２２から離間されて、筐
体（本発明の成形品）１が取り出される。
【０１００】
　なお、インサート成形において、多層シートの表面を、保護シート７で保護しておいて
もよい。このような保護シートとしては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）シート
が例示される。さらに、保護シート７と多層シートの貼り合わせは、接着性フィルム６に
よることが好ましい。このような接着性フィルム６としては、ＰＶＡフィルムが例示され
る。ＰＶＡフィルムは、水溶性であることが好ましく、例えばアイセロ化学株式会社製の
ソルブロン（登録商標）からなる。ＰＶＡ系フィルム６は、ＰＥＴシート７上に塗布され
るＰＶＡ塗布剤であってもよい。
【０１０１】
　メス金型２０及びオス金型２１はプレス機を構成すると共に、メス金型２２、射出成形
オス金型２３、及び射出機２４は射出成形機を構成する。変形例として、プレス機と射出
成形機とが一体となっていて、メス金型２０がメス金型２２として使用されてもよい。こ
の場合は、メス金型２０の中で成形された本発明の多層シートに向けて射出成形オス金型
２３が移動される。
【０１０２】
　図４ｃによれば、熱可塑性樹脂（Ｅ）原料２７がシートの各繊維の隙間に浸潤し、熱可
塑性樹脂（Ｅ）原料２７の冷却固化時において、シート４と熱硬化性樹脂（Ｅ）層５が収
縮する。結果として、熱可塑性樹脂（Ｅ）層５とシート４との固着がより強固になる。
【０１０３】
　また、図４ａ～図４ｄによれば、本発明の多層シートの熱硬化性樹脂（Ｅ）層５に対す
る密着性を向上させ且つ皺の発生や絵柄のゆがみをなくすことができるのに加えて、筐体
１の力学的強度を向上させ且つ筐体１に反りを無くすことができる。
【０１０４】
　本発明のインサート成形した成形品は、例えば、厚さが０．１～２ｍｍで面積１０ｃｍ
2以上の領域を有する成形品とすることができる。
　本発明の実施の形態において、筐体は、単に一般的な成形品として記載されているが、
本発明の実施の形態の適用技術分野としては、例えば、表面コーティング層を有するイン
モールド成形による加飾品が対象であり、具体的には、容器やステーショナリを含む雑貨
品、携帯電話やノートパソコンを含む電子機器や家電製品等の筐体、建築物や自動車の内
外装品の筐体、航空機、鉄道車両、船舶の内装筐体が挙げられる。
【実施例】
【０１０５】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。
【０１０６】
＜合成例１：ポリメタキシリレンセバカミド（ＭＸＤ１０）の合成＞
　反応缶内でセバシン酸（伊藤製油製ＴＡグレード）を１７０℃にて加熱し溶融した後、
内容物を攪拌しながら、メタキシリレンジアミン（三菱ガス化学（株）製）をセバシン酸
とのモル比が１：１になるように徐々に滴下しながら、温度を２４０℃まで上昇させた。
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滴下終了後、２６０℃まで昇温した。反応終了後、内容物をストランド状に取り出し、ペ
レタイザーにてペレット化した。得られたペレットをタンブラーに仕込み、減圧下で固相
重合し、分子量を調整したポリアミド（ＭＸＤ１０）を得た。
　ポリアミド樹脂（ＭＸＤ１０）の融点は１９１℃、ガラス転移温度（Ｔｇ）は６０℃、
数平均分子量は３０，０００であった。
【０１０７】
＜合成例２：ポリメタ／パラキシリレンセバカミド（ＭＰＸＤ１０）の合成＞
　特開２０１２－０２１０６２号公報の実施例の記載にならって、ポリアミドＭＰＸＤ１
０（ＭＸＤＡ（メタキシレンジアミン）／ＰＸＤＡ（パラキシレンジアミン）＝７０：３
０とセバシン酸からなるポリアミド樹脂を合成した。得られたポリアミド樹脂は、融点２
１５℃、Ｔｇ６３℃、相対粘度２．３であった。
【０１０８】
＜製造例１：ＭＸＤ１０からなるフィルムの作製＞
　上記で得られたＭＸＤ１０を、シリンダー径３０ｍｍのＴダイ付き単軸押出機（プラス
チック工学研社製、ＰＴＭ－３０）に供給した。シリンダー温度２６０℃、スクリュー回
転数３０ｒｐｍの条件で溶融混練を行った後、Ｔダイを通じてフィルム状物を押出し冷却
ロール上で固化し、所定の厚さのフィルムを得た。
【０１０９】
＜製造例２：ＭＰＸＤ１０からなるフィルムの作製＞
　製造例１において、ＭＸＤ１０をＭＰＸＤ１０とし、他は製造例１と同様にしてフィル
ムを得た。
【０１１０】
＜製造例３：不織布の作製＞
＜＜実施例１で用いた不織布＞＞
　上記で得られたポリアミド樹脂ＭＰＸＤ１０を溶融紡糸し、フィラメント数３４、繊度
２１０Ｄのマルチフィラメントを得た。得られた繊維を切断し、平均繊維長１２ｍｍの繊
維を得た。
　ポリブチレンテレフタレート（三菱エンジニアリングプラスチックス社製ノバデュラン
、融点２２４℃、Ｔｇ４０℃）を溶融紡糸し、フィラメント数３４、繊度２１０Ｄのマル
チフィラメントを得た。得られた繊維を切断し、平均繊維長１２ｍｍの繊維を得た。
　炭素繊維（三菱レイヨン製ＴＲ５０Ｓ）を切断し、平均繊維長１２ｍｍの繊維を得た。
【０１１１】
　これら３種類の繊維を表記載の重量比で水中に分散させ、十分に混合した後、金網上に
すくいあげてシート状とした。得られたシートを８０℃で熱風乾燥し、目付が８０ｇ／ｍ
2の不織布を得た。
【０１１２】
＜＜他の実施例および比較例で用いた不織布＞＞
　下記表に示す通り、用いる樹脂の種類、炭素繊維の切断する長さと変え、他の実施例お
よび比較例の不織布を作成した。
【０１１３】
＜熱プレス＞
　上記で得られた各不織布と表１に記載の熱可塑性樹脂（Ｄ）フィルムと交互積層し、テ
キスタイル層（ポリエステルからなる平織の布、目付量１６４．５ｇ／ｍ2）を、熱可塑
性樹脂（Ｄ）側の金型温度を２８０℃とし、圧力２ＭＰａで熱プレスして、１０ｃｍ×１
０ｃｍの多層シートを得た。
　また、上記で得られた各不織布と表１に記載の熱可塑性樹脂（Ｄ）フィルムと交互積層
し、テキスタイル層（ポリエステルからなる平織の布、目付量１６４．５ｇ／ｍ2）を、
接着剤（ポリビニルアセタール系樹脂）を介して積層させ、熱可塑性樹脂（Ｄ）側の金型
温度を２８０℃とし、圧力２ＭＰａで熱プレスして、１０ｃｍ×１０ｃｍの多層シートを
得た。



(20) JP 6239298 B2 2017.11.29

10

20

30

40

50

【０１１４】
＜多層シートの評価＞
＜＜反り＞＞
　得られた多層シートを平板上に置き、端部の４つの頂点の浮き上がり高さを測定した。
その合計値が２ｍｍ以上なら反りがあると判定した。
【０１１５】
＜＜引張強度＞＞
　ＩＳＯ ５２７－１およびＩＳＯ ５２７－２に記載の方法に従って、測定温度２３℃、
チャック間距離５０ｍｍ、引張速度５０ｍｍ／ｍｉｎの条件で引張強度を測定した。
【０１１６】
【表１】

【０１１７】
　上記表において、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）、炭素繊維（Ｂ）、熱可塑性樹脂（Ｃ）の配
合量は、これらの配合比（重量比）で示している。また、熱可塑性樹脂（Ｃ）の「（Ｃ）
／（（Ａ）＋（Ｃ））(重量%)」は、熱可塑性樹脂繊維（Ａ）と熱可塑性樹脂（Ｃ）の合
計量に対する、熱可塑性樹脂（Ｃ）の割合（重量％）である。
　本発明の多層シートは、反りが無く、機械的強度が高かった。
　これに対し、不織布を用いずに薄い樹脂フィルムで、本発明の多層シートを製造しても
、十分な強度が得られなかった。また、さらに、炭素繊維をＭＰＸＤ１０に対して５０重
量％コンパウンドした材料を用いて薄い樹脂フィルムの製造を試みたが、現実的に製造が
困難であった。
【０１１８】
実施例５
　製造例３の不織布とテキスタイル層と重ねたものを、不織布をホットランナー側にして
射出成型機金型内にセットし、不織布側からポリアミドＭＰＸＤ１０を射出成形して多層
シートを成形した。ポリアミドＭＰＸＤ１０と不織布とテキスタイル層は良好に接着して
いた。
【０１１９】
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実施例６
インサート成形
　実施例２で得られた多層シートをＩＲヒータで再加熱し金型内で成形した。得られた成
形品を射出成型機の金型にセットし、ポリアミドＭＰＸＤ１０をインサート成形した。ポ
リアミドＭＰＸＤ１０は多層シートに良好に接着していた。
【符号の説明】
【０１２０】
１　　　筐体
１１　　突出部
１２　　開口部
２　　　テキスタイル層
３　　　接着層
４　　　不織布を有するシート
５　　　熱可塑性樹脂（Ｅ）層
６　　　保護シート
７　　　接着シート
２０　　メス金型
２１　　オス金型
２２　　金型ダイ
２３　　射出成形オス金型
２３ａ　射出成形孔
２４　　射出機
２４ａ　射出孔
２５　　射出スクリュー
２６　　タンク
２７　　熱可塑性樹脂（Ｅ）原料
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